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直轄地すべり防止事業「銅山川地区」技術検討会（第２回） 

 

日 時：平成 23年 8月 5日(金) 8:50～11:30 

場 所：肘折温泉 いでゆ館 ゆきんこホール 

 

 

議 事 次 第 

 

 

１.  開  会                          【 8:50 】 

 

２.  主催者挨拶 

 

３.  出席者紹介 

 

４  資料説明及び討議                         【  9:00 】    

(1) 調査結果説明                      【  9:00 】 

(2) 討 議                                  【  9:40 】 

 

５.  今後の予定等                             【 11:20 】   

 

８. 閉  会                          【 11:30 】 

 

 

 

直轄地すべり防止事業「銅山川地区」技術検討会 

第２回出席者名簿 

 

 

区分 氏 名 所属 職名 適用 

井良沢道也 岩手大学農学部 准教授  

岡本  隆 森林総合研究所東北支所 主任研究員  

宮城 豊彦 東北学院大学教養学部 教授  

八木 浩司 山形大学地域教育文化学部 教授 *以上 50音順 

佐藤 新 山形県森林課 課長 
代理出席 
藤井博喜森林技術主幹 

加藤恒雄 大蔵村 地域整備課長  

委員 

石田祐二 東北森林管理局 森林整備部長  

オブザーバー 中村三郎 防衛大学校 名誉教授  

目黒 剛志 東北森林管理局治山課 治山技術専門官  

黒川 栄 〃 設計指導官  

松橋 勝弘 〃 民有林治山係長  

杉崎 浩史 山形森林管理署最上支署 支署長  

石井 利彦 〃 治山課長  

東北森林 

管理局 

藤田 尚     〃 治山技術専門官  

 田畑 三郎 国土防災技術株式会社 理事  

 山崎孝成     〃 技術本部長  

 広瀬伸二     〃 東北支社長  

 山科真一     〃 山形支店長  

 丹 四郎     〃 山形支店次長  

 鈴木 亘     〃 山形支店係長  

 山本美樹     〃 山形支店係長  
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第２回技術検討会 座席表 

 
 

 

 

＜主な検討項目（第１回検討会資料 p.3）＞ 

 
 
 

＜第２回検討資料目次＞ 

 
 

１． 全体ブロックの概成計画 

①  地すべりの立体的構造と安定解析  
②  地下水文状況の検討  
③  対策工施工の効果を検証  
④  全体ブロックの対策  

 
２． 小ブロックの概成計画 

①  全体ブロック縁辺部ブロックの対策  
②  古水川沿い小ブロックの対策  

 

３． 概成後の監視体制の検討 

①  対策工効果判定と概成後のモニタリング計画  
②  防災体制構築のための基礎データ提供についての検討  



● 直轄地すべり防止事業「銅山川地区」技術検討会の課題と方針

1回 2回 3回 4回

　・地質条件

　・水文条件

　・地すべり動態

（１) 事業実施の基本方針

現行の基本方針

　寒風田地区及び南山地区は，それぞれ昭和５７年，５９年に地すべり防止区域の指定を受け，山形県で地すべり防止事業を実施してきたが，平成元年に湯ノ台地区が指定されたこ
とから事業区域が拡大し，事業規模が大きく，高度な技術を要することとなり，県・大蔵村から要請を受け，平成４年度に国の直轄指定を行い，以来，東北森林管理局において地す
べり防止事業を進めてきた。

３）施工の方針（荒廃状況に対応した工法，重点区域等）

　大規模地すべりにより大規模ブロックが拡大し，古口層上面付近をすべり面とする南山，湯ノ台にまたがる約１３０haが滑動している。本地すべり地を覆うシラスは最大１００ｍ
超と厚く，地下水の涵養源となっている可能性が高い。
　当地区が豪雪地帯であり，かつ，融雪期が長期にわたることから，この期間の地下水位が異常に上昇し地すべりの誘因となっているため，地表水の処理，地下水の排除及び斜面の
固定を基本的対策工として安定を図ることとしている。
　また，当面は寒風田及び南山地区の地下水排除を主体工事とし，あわせて国道周辺の山腹の安定，古水川沿いの小ブロックの安定を図ることとしている。

　・全体ブロックの小ブロック化の発生機構と対策の必要性検討

　・古水川ブロックの発生機構と対策の必要性検討

　地すべり冠頭部に施工した落とし込みボーリグにより全体ブロックの安定を図り，古水川沿いの小ブロックの安定を図るため，山腹工及び集水井工等を計画する。

３）湯ノ台地区

地区名

　・すべり面の把握

　・三次元浸透流解析

　・ＲＢＳＭ

銅山川地すべり

⑥ 概成全体計画書

１）保全対象との関係

　平成８年融雪期に発生した大規模地すべりの復旧を図るとともに，本事業を実施することにより荒廃した森林等を復旧し，直下の一級河川銅山川及び水力発電施設，配電施設，指
定区域内を走る国道４５８号及び村道等の公共施設，下流域の人家農耕地等への被害を未然に防止し，地域住民の民生安定を図る。

２）直轄施工の理由

２）寒風田地区

　平成８年度からポンプによる強制排水工を実施してきたが，トンネルの支線ごとの完成にあわせて落とし込みボーリングを実施する。

(２) 中長期の対策方針

１）南山地区

　平成８年度の大規模な滑動により被害を受けたため，トンネル排水工を主体とした地すべり防止工事を進める。

⑤ 小ブロックの計画

基本方針見直しの方向性

(１) 全体ブロックの概成計画（長期安定性評価手法の妥当性）

(２) 小ブロックの概成計画

(３) 概成後の監視体制の検討

① 地質，地下水・湧水調査を基礎とした再現精度を高めた三次元地下水解析による長期の水圧分布予測，そして，すべり面構造・地質に応じたすべり面せん断強度の設定による三次元
安定解析（ＲＢＳＭ：剛体バネモデル）を用いた実態に近づいた地すべり安定度評価の組合せにより，全体ブロックの長期安定性を評価する。

② 全体ブロックの対策を①の手法により計画する。

　・防災体制構築のための基礎データ提供についての検討

整理すべき
課　題

⑥ 概成後の監視体制

　・対策工効果判定と概成後のモニタリング計画

② 地すべり概要

① 事業概要

　・対策工計画

③ 地すべり発生機構の把握内容は妥当か。

④ 観測結果が地すべり発生機構の解釈に反映され，その条件，結果が整合しているか。
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1.  第１回検討会の要旨と指摘事項  

1. 1  第１回検討会の内容  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1. 2  指摘事項  

（1）水収支，地下水  
①  地下水の変化に対しての説明が不足している。水収支とあわせて追加説明が必要。  
②  泥水沢の自然排水と対策による排水の比率はどれくらいか。  

 
 
（2）地すべり動態  

①  ブロック内が圧縮域にあるのか引張域にあるのかといった空間データがあると水の動きにつ  
いても想像がしやすくなる。  

②  移動量の指標として地表のＧＰＳのほかに地下の動きを捉えるパイプひずみ計，孔内傾斜計  
といったものは設置されていないか。  

③  水位変化との移動のタイミングの関係はどうなっているのか  
④  移動に関するデータはＧＰＳのみであるが，地中の動きを示すデータを示すこと。  

 
 
（3）安全率，地下水排除効果  

①  RBSM と浸透流解析の組合せによる長期安定性の評価を行った場合，目標安全率 1.2 にこだわ

らなくても，安全性は確保できるのではないか。また，シミュレーションとモニタリングの組

合せにより，より高い安全性が確保されるのではないか。  
②  安定解析は，ある仮定の元で目標に達しているのかを判断するもので，唯一の事実は動いて  

いるか否かである。つまり，移動量が最も大切な要因で，どの程度の雨量，水位に対して動か

ないのかが重要である。三次元解析により評価し，水位についても確率論的な評価を組合あわ

せれば，必ずしも従来の手法による必要はないのではないか。  
③  地下水排除工の効果を過去から現在まで示すこと。  
④  銅山川地すべりで RBSM と浸透流解析を組み合わせた安定性の評価手法で検討することに一  

定の理解が得られた。  
⑤  動きがこれまでの対策によってどのように変化してきたのかを示すこと。  

 
 
（4）モニタリング  

①  新たな手法は未確定な部分があるため，不足を担保するために施工後の監視体制が非常に重 

要である。  
②  概成後の対応は保全対象の重要性に比例して変化する。  
③  概成後の長期的な監視にはＳＡＲなどの監視も有効である。  
④  対策とモニタリングをうまく組み合わせて安全・安心を確保する必要がある。  

 
 
 

１ 調査地概要 

1.1 調査位置，  
1.2 社会的条件，  
1.3 地形，地質 ほか  

 
２ 事業の経緯 

2.1 平成３年度以前の全体計画  
2.2 平成 4 年度全体計画  
2.3 平成 12 年度検討委員会による計画  

 
３ 地すべり概要 

3.1 平成 8 年被災時の状況  
3.2 全体ブロック地すべりの概要  
3.3 対策工計画と進捗  

 
４ 安定解析手法の検討 

4.1 検討した安定解析式の概要  
4.2 安定解析式の適用  

 
５ 銅山川地すべりの長期安定性評価 

5.1 評価手法に関する調査結果  
5.2 銅山川地すべり長期安定性評価の考え方  
5.3 平成 22 年度検討結果（中間段階）  
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2. 2  地表面の移動方向（ＧＰＳ）  

（1） lower 

 

図 2.5 ＧＰＳベクトル図（GP.02） 

 
（2）middle 

 

図  2.6 ＧＰＳベクトル図（GP.03）  図  2.7 ＧＰＳベクトル図（GP.04）  
 

＜ひずみ計観測（地中移動量）結果＞ 

①  1996（H8）年の地すべり活動以降，強制排水工が進捗にあわせて，2000（H12）
頃までは，ひずみ（地中）の累積がみられ，この間は GPS（地表）でも確認されて

いる。  
 
②  2000（H12）は，upper，middle， lower の各エリアでひずみの累積が確認され，

これに対応するように GPS の変位も確認されている。  
 
③  強制排水工が停止した 2005（H17）も，各エリアでひずみの累積，GPS の変位が

確認され，全体ブロックの滑動が確認された。  
 

④  upper エリアの EW-6 は 2005 以降にも変位がみられる。同一エリアの他孔による

変位はみられず，middle エリアの変位もないことから，ブロックとしての変位は考

え難い。  
 

⑤  一方， lower エリアでは，M-7-1N のみが変位を記録している。小ブロック化の可

能性があり，注意を要する。  
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（3）upper 
a）中央部  

 

図 2.8 ＧＰＳベクトル図（GP.07）    図 2.9 ＧＰＳ変動ベクトル図（GP.08）  

 
 

 

図 2.10 ＧＰＳベクトル図（GP.09）   図 2.11 ＧＰＳベクトル図（GP.11）  

b）上部陥没帯  

 

図 2.12 ＧＰＳベクトル図（GP.10）    図 2.13 ＧＰＳベクトル図（GP.13）  

 

表 2.1 ＧＰＳによる地表移動のエリア区分

開始年月日 最終年月日 箇所別 平均
GP-01 右側壁外 H8.7.25 36
GP-02 末端部 H8.7.23 121 121.0 29.4%
GP-03 中央 H8.7.23 189
GP-04 縁辺部 H8.7.25 120
GP-05 H13.11.20
GP-07 中央北側 H8.7.23 175
GP-08 中央北側 H8.7.24 158
GP-09 中央北側 H8.7.23 183
GP-11 中央北側 H8.7.25 199
GP-10 陥没帯 H8.7.22 333
GP-13 陥没帯 H8.7.23 490
GP-12 縁辺部 H8.7.25 117
GP-16 縁辺部 H8.7.25 206
GP-06 ブロック外 H8.7.25 6
GP-14 ブロック外 H8.7.23 11
GP-15 ブロック外 H8.7.23 9

引張域

区分

圧縮域

地外

ブロック内
の場所

37.5%

41.8%

100.0%

39.2%

平均最大値に
対する比率

411.5

161.5

154.5

upper
H13.11.20

172.0

lower

middle

エリア No.
観測 水平変位量（,mm）

 

※同一観測期間を比較するため，1996（H8）年 7 月－2001（H13）年 11 月のデータを使用 
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図 2.18 エリアごとの水位低下状況 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜地下水排除工と地下水低下＞ 

（１） upper エリア 

①  2000（H12）にひずみ計／GPS の変位が確認される時期は，対策工進捗の初期段階にあ

り，全体に高い地下水位を形成しているが，地下水排除工の進捗にともない，低下量の

差はあるものの，全体に水位低下がみられる。  
②  2005（H17）にもひずみ変位が一部の孔にひずみの累積がみられるが，地下水位は 2000

（H12）よりも低位である。  
③  最上流部の No.2TN から No.1’TN，さらに upper 部の右側壁沿いの水位低下が 30～80m

と大きい。  
④  これに対して，No.1TN，No.4TN 路線沿いは，2～10ｍ程度，さらに西側（左側壁側）

低下量は小さい。  
 
（２） middle エリア 

①  強制排水工を実施したＩ拡大ブロック周辺の 10～25m の水位低下を示すが，  
②  ①の東側（右側壁沿い）のエリアは 2～5m と水位低下は小さく，upper の右側壁側で

40～50m の水位低下を示すのに対して対象的である。  
 
（３） lower エリア 

①  銅山川右岸沿い（末端部）から右側壁にかけて，2～5m の水位低下がみられる。  
②  周辺では銅山川右岸沿いの小ブロック対応の地下水排除工（集水井）が実施されている。

水位低下量  
5～10ｍ程度  
のエリア  

水位低下量  
10～25ｍのエリア

水位低下量  
30～80ｍのエリア

水位低下量  
2～5ｍのエリア  
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3.  地下水分布と水収支  

3. 1  流量観測結果と比流量  

3. 1. 1  流量観測  
（1）観測時期  

①  2009 年 12 月  
②  2010 年 6 月  
③  2010 年 1 月  
④  2011 年 6 月  

 
（2）観測手法  

①  直接計量（メスシリンダー，ポリバケツ，ビニール袋）  
②  間接計量（塩分稀釈法，流速測定法）  

 

 

図 3.1 メスシリンダーによる計量        図 3.2 ビニール袋による採水 

 
 

 

図 3.3 流速計による計測            図 3.4 塩分稀釈法による計測  
図 3.5 流量測定結果（2011 年 6 年 18-20 日踏査） 

資料４－9



3. 1. 2  比流量（2011 年 6 月 18-20 日の踏査結果より）  
 比流量を算定するにあたり，銅山川地すべり，および周辺を図 3.7に示すように区分した。この区

分は，地形，地すべり移動方向，移動量により区分した概略区分（図 3.6）に概ね対比される。  

 

図 3.6 地すべりのブロックが地地形形による 

 

表 3.1 エリア区分と流域区分（比流量）の対比 

地形，移動方向，  
移動量による区分  

流域区分と比流量

（mm/日）  流域の特徴  地すべりブロック内  
の区分  

 流域 A’（2.5）  流域Ａの古水川側  地すべりブロック外  

Lower エリア  流域 A（4.1）  全体ブロック下流域  

Middle エリア  流域 B（3.9）  田尻沢＋近傍の集水井の流域  
地すべりの圧縮エリア  
（移動方向の転向）  

Upper エリア  域 C（7.4～7.9）  泥水沢＋排水 TN 流域  地すべりの主働エリア  

 
  

図 3.7 比流量の算定結果（2011 年 6 月踏査結果による） 

 

小さい

大きい

upper 

middle 

lower

Ｆ側線  
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図 3.8 既往タンクモデルによる踏査期間中の流出量再現結果 

（G0＋G02 が，流域からの流出量（mm/日）） 

 

 

 

 

図 3.9 Ｆ側線断面図 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

＜流量観測結果＞ 

①  流域Ａ，Ｂの比流量は 4mm/日前後と流域Ｃの 5 割程度と明らかに小さい。  
また，既往のタンクモデル（流域Ｃ内の観測孔 C-2 での地下水位変動に同定させたモデル）

による対象期間の流出量は，≒7mm/日（6.84～6.75）と比流量の算定結果（図 3.8）と

ほぼ一致しており，モデルの再現性の高さが確認された。  
 

②  流域Ａ，Ｂ（Lower／Middle エリアに相当）は，流出量が極端に小さく，対象エリアの

透水係数が相対的に小さいことが考えられる。  
 
③  そして，地すべりブロック外の流域Ａ’は，流域 C の 3 割程度とさらに小さい。これは，

Ｆ側線断面図（図 3.9）に示すように，シラス底面は凹凸をなし，未風化層上面は銅山川

側で逆傾斜をなすものの，銅山川側の湧水標高が古水川側の湧水標高よりも低いために，

両者の間で分水嶺をなす台地付近を頂点とする地下水位面の動水勾配は全体的に銅山川

に向き古水川側への湧水量は少なくなることによる。  
 

銅山川側湧水箇所  

古水川側湧水箇所  

≒7 
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3. 2  電気伝導度  

 

図 3.10 電気伝導度の分布図 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜電気伝導度＞ 

①  高比流量の流域 C では，流域 B との境界に近い一部と，南端の一部に高い電導度

を示すが，総じて低い値を示している。  
②  一方，低比流量を示す流域Ａ，B において，高い電気電導度を示している。比流量

の高低が透水係数の違いによるものとすれば，地下水の滞留時間の長短が電気電導

度の高低に関連している可能性がある  
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3. 3  揚水試験による地下水の流動特性  

 1995（H7）時点では，現行の全体ブロック滑動が観測されておらず，全体ブロックの滑落崖より

も内側に位置した落差の大きな陥没帯を頭部とするブロックを対象として検討が行われていた。すべ

り面は，シラス下位の風化岩層内にすべり面を推定してるものもので，シラスから風化岩層内の透水

性を考える上で参考となる。   
 

 

図 3.11 揚水試験実施位置（揚水孔と水位観測孔（揚水孔からの距離は 25m，50m，100m）） 

 
 

 

図 3.12 地下水位等高線図（左：揚水前，右：揚水後） 

 

図 3.13 地下水低下量等値線図 
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表 3.2 観測孔の水位低下高 

No.
揚水孔から
の距離(mm）

揚水前の水位
標高（ｍ）

揚水後の水位
標高（ｍ）

水位低下高
（ｍ）

揚水孔 0.0 335.30 285.89 49.41

BV-1 26.0 336.44 334.47 1.97

BV-2 24.8 335.23 291.26 43.97

BV-3 25.5 335.93 302.46 33.47

BV-4 25.8 336.23 332.49 3.74

BV-5 51.0 334.20 333.70 0.50

BV-6 50.0 334.22 332.62 1.60

BV-7 50.5 338.63 336.30 2.33

BV-8 51.0 336.12 335.02 1.10

BV-9 102.0 326.07 325.35 0.72

BV-10 100.0 332.62 332.11 0.51

BV-11 100.1 347.39 347.17 0.22

BV-12 101.0 337.40 336.96 0.44  
 
 

表 3.3 揚水試験による境界条件と透水係数 

片側涵養壁
片側不透水壁

両側涵養壁

ａ1 105.9ｍ 106.4ｍ

ｂ1 46.9ｍ 36.2ｍ

ｋ1 6.76×10-4 2.94×10-4

ｋ2 6.76×10-4 2.94×10-4

ｋ3 6.11×10-3 -1.65×10-4

ｋ4 6.11×10-3 -1.65×10-4

平均ｋ 3.39×10-3

揚水孔から下流壁までの距離
地形上の境界面にほぼ適合

備考

揚水孔から上流壁までの距離
地形上の境界面にほぼ適合

 
 

表 3.4 直線配置の２孔の組合せから求まる影響圏（R） 

Ⅰライン BV-6 BV-10 Ⅱライン BV-7 BV-11 Ⅲライン BV-8 BV-12 Ⅳライン BV-5 BV-9

BV-2 51.97 102.41 BV-3 54.02 101.29 BV-4 68.28 121.90 BV-1 64.34 226.69

BV-6 138.82 BV-7 107.63 BV-8 160.12 BV-5 10.46

合計：

平均：

1207.93
100.7  

 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜揚水試験結果＞ 

①  揚水試験による影響半径は，Ｒ＝１００ｍ  
   → トンネル支線間隔計画の参考  

 
②  透水係数は，6.76×10-4～6.11×10-3（平均 3.39×10-3）  

    → ・現行計画の地下水低下予測に反映  
      ・浸透流解析の水文条件設定の参考値  

 
③  陥没帯の上下流壁は，涵養壁（上流側），不透水壁（下流側）とする井戸公式によ

る検討結果と整合的  
    → 比流量の大小（upper 大，middle 小），透水係数大小の可能性（upper 大，

middle 小）と調和的か？  
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4.  地すべり発生機構の再現  

4. 1  すべり面  

 

図 4.1 すべり面の三次元構造（NW 上空より俯瞰） 

 

 

図 4.2 すべり面の三次元構造（SE 下方より） 

 

 

図  4.3 すべり面の三次元構造（S 上空より俯瞰）  

 

図 4.4 すべり面の三次元構造（N 上空より俯瞰）  
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4. 2  すべり面の土質定数  

 これまでのすべり面せん断試験結果を表 4.1に，すべり面の区分を図 4.5～図 4.7に，採用した土

質定数をに示す。  

表 4.1 すべり面せん断試験結果表 

 
 

 

図 4.5 底面すべり面と側壁すべり面の範囲 

 

図 4.6 側壁すべり面の区分（滑落崖） 

 

図 4.7 側壁すべり面の区分（右側壁部）  

 

表 4.2 設計土質定数一覧表 

区分  γ t（kN/m3）  ｃ’（kPa）  φ’（°）  

シラス  18.4 109.7 ３2 

側壁すべり面（三紀層中）  19.6 10 7.5 

底面すべり面（三紀層上面） 19.6 21 3 
 
 
 
 

側壁  
（三紀層） 

側壁  
（シラス） 

側壁  
（三紀層） 

側壁  
（シラス） 

底面すべり面  

側壁すべり面  
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4. 3  水圧の推定  

4. 3. 1  地下水涵養量の推定  
（1）採用気象データ  

 

図 4.8 気象庁肘折データ（1962～）と森林総研データ（1996/8～2006/6） 

（2）タンクモデル  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.9 水収支とタンクモデルの概念 

（3）応答モデルと涵養量の推定  

 

図 4.10 直列３段モデルによる C-3 孔の地下水位変化の再現結果 

表 4.3 涵養量の検討結果 

 

気温 R2＝0.9928 

積雪深 R2＝0.9875 

雨量 R2＝0.7583 

高い相関  
49 年（肘折）＞15 年（森林総研）

 肘折データを使用  

蒸発散  

表面流出  

基底流出  

中間流出  
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4. 3. 2  浸透流解析  
（1）ソフトと計算メッシュ  

 
 
 
 
 
 
 
 
（2）水理定数  

表 4.4 地質区分と水理定数（H17 森林総研調査報告書より） 

 
 

表 4.5 浸透流解析での水理定数の設定（探索）範囲と最終設定値 

透水係数（cm/sec）  
キャリブレーションによる探索範囲  現段階での同定値  設定箇所  

（層区分）  
Kx，ky kz Kx，ky kz 

シラス層（上層） 1.0×10-4～8.0×10--4 8.0×10-5～5.0×10-4 8.0×10-4 8.0×10-5 

岩盤層（下層）  1.0×10-5～8.0×10--5 8.0×10-6～5.0×10-5 8.0×10-5 8.0×10-6 

 
 
 
 

 

図 4.11 縁辺部での境界条件    図 

4.12地下水排除工設定箇所（H12 臨界当時） 

 
 
 
 
 
 

 

図 4.13 地下水排除工設定箇所（H22）  図 4.14 MODEFLOW による地下水排除工設定（H22） 

プログラム：Visual MODFLOW 
メッシュ数：230（EW）×350（NS）  
メッシュ ：10m×10m×10m 
モデル  ：2 層構造  

・ 上層（第一レイヤー：地表面～すべり面までの深い方）  
  透水係数をレイヤー内で違えることで，シラス底面以深

を表現  
・ 下層（第二レイヤー：上層の下面～EL.0m）  
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表 4.6 パラメータを違えた複数ケースでのキャリブレーション結果（H21） 

 
 

表 4.7 パラメータを違えた複数ケースでのキャリブレーション結果（H22.11 踏査時点） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

表 4.8 三次元浸透流解析による検討ケース一覧表 

 
 
 

 

図 4.15 三次元地下水解析結果（臨界再現）  図 4.16 三次元地下水解析結果（30 年確率再現） 

     
 
 

未対策  未対策  
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図 4.17 三次元地下水解析結果（50 年確率再現）図 4.18三次元地下水解析結果（100 年確率再現）  

 
 

表 4.9 検討ケースごとの水収支（モデル解析結果）一覧 

 

 

図 4.19 三次元地下水解析結果の比較（現行計画の地下水排除工を実施した場合の地下水分布と 

H12 年当時の地下水排除工での地下水分布の水位差）

未対策  未対策  
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4. 4  地下水排除工計画と評価  

4. 4. 1  現行の対策工計画と進捗  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.20 対策工計画の配置と現行計画 

No.1TN 

No.6TN 

No.5TN 

No.3TN 

No.2TN 

No.1’TN 

施設災 TN

No.4TN 
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4. 4. 2  ＲＢＳＭによる全体ブロックの安全率  

 

図 4.21 ＲＢＳＭの解析結果 
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表 4.10 コンダクタンスによる安全率の変化 

地 下 水 モデル 

 水 位 条 件  対 策 条 件  

現 状 で考 えられるコンダクタンスの範

囲 での感 度 分 析  

H12 臨 界  H12 時 点 での対 策  C=0.6 現 行 モデル C=1.1 

３０年 確 率  1.024 1.029 1.038 

５０年 確 率  1.014 1.019 1.028 

１００年 確 率  

最 終 計 画  

1.002 1.006 1.016 

表 4.11 RBSM による検討モデルの一覧 
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